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論 文 内 容 要 旨
本研究は、20世紀前半のフランス資本主義の性格 を主 として対外的側面 にっいて考察 した もので
ある。全体 は3部 か らなる。第1部 は、資本輸 出を分析 の中心に置 き、 それが第一次大戦前におい
て フランス資本主義の性格規定 にとって有 した意義 と特徴を明 らかに した第1章 と、 さらに対象 を
両大戦間期 に移 し、 この時期に戦前の資本輸出の性格が変化 した ことを示 した第2章 か ら構成 され
る。第2部 は資本輸出の性格の変化 と国内産業の発展 に伴 って両大戦間期のフランス資本主義 にとっ
て重要な意味を持っ ことにな る外国貿易に焦点 を当ててその特徴を統計分析によって明 らかに した
3っの章か らなる。第3部 は30年代の世界経済 のブロ ック化の中で進め られたフランスの植民地政
策の特徴 を 「国民経済審議会」の報告書 とそれに基づいて1934年か ら35年にかけて開催 された 『フ
ランス本国 ・海外領士経済会議』(略称 『帝国会議』)の報告書に即 して分析 した2章 か らなる。 そ
して、終章で第二次大戦後の世界経済 の構造変化の中でフランス本国が植民地 との政治、経済関係
を維持 しなが ら、他方で ヨーロッパ との関係を強めて きたことを示 した。
わが国の フランス資本主義研究 は、最近 にな って優れた著作が相次いで刊行 されているが、本研
究が主要 な課題 とした両大戦間期 を中心に したフランスの対外経済関係 に関す る研究は、 これまで
経24
権上康男氏や古賀和文氏の研究 を除けば必ず しも十分 に行 われて こなか った。 このよ うな研究史の
現状 は、古 くはフランス資本主義の研究 の中心がフランス経済の 「相対的遅れ」の国内的要因を歴
史的に明 らかにすることにおかれ、 このため フランス国内の独 占形成の遅れや フランス経営者 の退
嬰的、保守的性格 を指摘する流れに研究が進んだことによるといえる。
だが、 こうしたフランス資本主義像は1960年代 にフランスが高度成長を達成す るなかで再検討 さ
れ ることになった。すなわち、それまでの停滞的 なフランスか ら 「ダイナ ミックな」 フランス資本
主義像が フランスの経済史家を中心 に実証的に明 らかにされることにな った。かかる諸研究の中で、
フランスの対外経済関係 に関す る研究 も進展を見せ、そ こで第一次大戦前におけるフランス資本家=
企業家 の 「ダイナ ミックな」経営活動が描かれることになった。 この うち、特 に、 ロシアでのフラ
ンス資本の活動 は、 ロシアが この時期にフランス最大の投資市場で あった ことか ら停滞的なフラン
ス資本主義像を修正す る上で重要 な意味を持っ ものであ った。なぜな ら、 ロシアへの資本輸 出はロ
シア政府債への投資を中心に していた ことか ら 「高利貸的」性格を持っ ものとして停滞的 フランス
資本主義像の形成に大 きな影響を与えて きたか らである。,周知のように、 レーニ ンによって 『帝国
主義論』で規定 された 「高利貸的帝国主義」がその際に重要 な役割を演 じていたのであ る。
しか し、私 はかかる研究状況を見 る中で、 フランス資本主義の 「高利貸的」性格 は 「停滞的」性
格 と同一視で きるものなのか、 という疑問を持っ ことになった。 このため、 レーニ ンが 「高利貸的
帝国主義」規定 を与え る際に述べたロシアへの資本輸出の特徴を19世紀末か ら第一次犬戦前 までの
展開過程 に即 して検討する作業が必要 とな った。本研究 の第1章 がそれであるが、 そこで は再検討
の流れを代表するフランスの国際関係史研究の第一人者であるルネ ・ジロー(R.Girault)によ っ
て行われたフランス資本の対 ロシア投資を中心 に分析 した研究を利用 しつつ、 フランス資本主義の
性格を資本輸 出を中心に検討 して いる。 このなかで、「再検討」にお いて注 目されてきた産業投資
の展開がそれまでの公債投資の圧倒的残高 を基礎 にして展開 した ものであること、 しか もそれがフ
ランスの株式銀行 の金融的支配力 によって可能 とな った ものであることを明 らかに して、 フランス
資本主義 の 「高利貸的」性格を資本輸 出の形態=公 債投資か ら見て きたことの研究史上 の問題性を
指摘 した。 これ によ り、「ダイナ ミック」 なフランス資本主義像が必ず しもレーニ ンの規定 と矛盾
す るものでなか ったことを主張 して いる。第2章 は、第1章 で明 らかに したフランス資本主義の
「高利貸的」性格が第一次大戦を契機に して両大戦間期に どのよ うに変化 したかを同 じく資本輸出
を対象 に分析を加えている。 とりわけここで は、「高利貸的帝 国主義」を規定す る際 に レーニ ンに
よって念頭に置かれた対 ロシア投資が第一次大戦後の ロシアでの社会主義革命 によって喪失 され、
この結果、第一次大戦後のフランスの対外経済関係が、なお大事業銀行 を中心 とす る銀行独 占体 に
よって担われつつ もその性格を変化 させていった こと、 さらに国内重化学工業の発展 と国際関係 に
規定 されて 「資本輸出と商品輸 出の関係」が強化 されて きたことを この時期にロシアに代わり主要
な投資地域 とな った植民地、 その中心 であるモロッコへの資本輸出の展開態様を検討す る中で指摘
し、「高利貸的帝 国主義」規定で はもはや両大戦問期の フランス資本主義 を特徴づ けることはで き
ないことを明 らか にした。
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このように、第1、2章 は資本輸 出の側面からフランス資本主義の特徴を明 らかにしたものであっ
たが、第2部 の第3章 か ら第5章 は、両大戦間期の対外経済関係の特徴を貿易を中心 に把握 しよう
とす る試みである。 この時期 は、最近のフランス資本主義研究 においてフランス独 占体の性格 や国
家 と経済 との関わりなどを中心に最 も研究が進んでいるが、 なお ここで扱 った貿易問題 にっ いて も、
これを正面か ら論 じた ものはわが国では古賀氏の研究を除 けば存在 してお らず、 フランスにおいて
も本研究が行 ったフランス官庁統計 を利用 し、 これによ って フランス貿易構造の特徴 とその変化を
1920年代、30年代について分析 した作業 は断片的 にしか行われていない。だが、 こうした研究状況
とともに、本研究で貿易を取 り上げた積極的理 由は次の点にある。即ち、両大戦間期 において資本
輸出の性格が変化 し、 これが第一次大戦前のロシア投資で有 していた意義 をもはや持ち得な くな っ
てお り、また産業的蓄積が重視 される段階では貿易の重要性 が増 した ことか ら、 この問題の検討無
くしては両大戦間期のフランス資本主義の性格 を正確に把握で きない と考 えたか らであ る。 この よ
うな問題意識か ら、第3章 は1920年代 の貿易構造を分析 し、戦前 の対 ロシア投資の喪失 と国内の産
業的発展か ら輸出市場の拡大が フランス経済にとって重要な意義 を持 って くること、だが、 そこに
は次 のような問題が存在 していた ことを明 らかに した。即ち、貿易が一面では重化学工業の発展を
反映す るに至 りなが らなお戦前の国際分業 の型を根底か ら変化 させ るに至 らなか ったこと、 さ らに
大戦後の新 しい貿易構造 にとって植民地が決定的意義 を有す るに至 りなが ら重化学工業 の発展に照
応 しだ強固な相互補完関係を築 くには至 らなかったことである。第4章 は、 このよ うな20年代の貿
易構造の特徴が29年の大恐慌をへていかなる変化 を遂 げたか、 さ らに20年代に比重を高 めた対植民
地貿易が30年代にどのよ うに展開 したかを分析 している。 そこで は、 フランスの貿易が恐慌 と世界
経済 のブロック化 にもかかわ らず、20年代 のそれか ら大 きく構造を変え ることな く推移 した こと、
世界貿易が縮小する中でフランスの貿易額 も縮小に向か う状況の中で、植民地市場の意義の一層 の
増大が見 られたが、なお この段階において もフランスはそれを積極的に再編成す ることがで きなか っ
たことを明 らかに した。 この貿易構造の研究 とそ こにおいて明 らかにな った植民地の重要性 に着 目
して、第5章 では植民地貿易の実態を、本国側か らだけでなく植民地か らも考察することで、本国 ・
植民地の経済関係の特徴 と問題点 を検討 した。 ここでは、恐慌期以後、 フランスが植民地貿易の比
重を高め、同時にイギ リスに倣 って植民地 ブロックの形成 を関税措置を通 じて実現 しよ うとした こ
と、 その結果、対植民地貿易が急速に拡大 しなが らも、36年以降 は本国、植民地 の双方 において相
互の貿易の比重が低下 したこと、 また、輸入市場 という面で は北 アフ リカに見 られる本国農業 との
競合 とい う問題を抱え、本国工業の製品市場 としても植民地を位置づ けるに至 らなか った ことを指
摘 した。
以上の分析 を踏 まえて、第3部 の第6章 、第7章 は、第2章 か ら第5章 でその重要性が明 らかに
なった植民地 に対するフランス本国の植民地政策を30年代 の2つ の報告書に即 して明 らかに してい
る。第6章 で扱 った 「国民経済審議会」 の報告書 は、30年代のフランスの対植民地政策を初あて体
系的に示 した ものであり、 この報告書 を受 けて 『帝国会議』が開催 されたのである。 ここで は、 フ
ランスの対植民地政策の転換が1928年関税法 による特恵関税制度が もた らした本国 と植民地の矛盾、
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特 に北アフ リカ植民地か らの小麦、ぶ どう酒 の輸入が もた らす問題の解決を目指 した ものであ り、
恐慌を契機 とす る植民地 ブロ ック形成の意図があるとはいえ、輸出市場 と しての植民地政策を欠 く
など、 フランス植民地政策が十分に展開 しなか ったことを示 した。第7章 は1934年12月か ら35年4
月にかけて開催 された 『帝国会議』 の報告書 を会議の性格を最 もよ く示す 「一般経済委員会」の総
括報告 とこの委員会の中の 「支持政策特別委員会」 と 「特恵制度特別委員会」の報告 を取 り上 げ、
フランスの帝国経済政策 の特徴 と植民地 ブロックの性格を分析 した。 この会議の成果 は、実現 され
なかったが、植民地省の管轄外 に置かれていたフランス最大 の植民地 である北アフ リカ植民地 の代
表が会議 に参加す ることで、帝国政策の内容が明確化 され、本国 と植民地 との経済調整のための具
体的な勧告が行われ ることになった。
最終章 は、第二次大戦後の植民地体制の崩壊の過程 において も、 フランス本国 と植民地 との貿易
関係がなお強固なままに留 まっていたことを示 し、 フランスの戦後復興 と産業構造の近代化の中で
植民地が重要な意義 を有 していた ことを示 した。だがそれとともに、植民地での独立戦争 による本
国財政負担の増大や近代化計画がアメ リカか らの復興援助(マ ーシャル援助)受 け入れにともなっ
て変質す る中で本国の対外政策の中心が植民地か らヨーロッパ に移 ってい くこともあわせて指摘 し
た。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
1
本論文の課題 は、19世紀末 の 「大不況」期か ら20世紀前半 のフランス資本主義 の性格を主 として












終 章 第2次 大戦におけるフランスと植民地 との経済関係
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:皿
序章では、わが国のフランス資本主義研究の流れが紹介 ・検討され る。 フラ ンス資本主義研究 の
中心は、 これまで レーニ ンの 「高利貸的帝国主義」規定 に影響 されて、 フランス経済 の 「相対的遅
れ」 の国内的要因を歴史的に明 らかにすることにおかれ、 このためフランス国内の独 占形成の遅れ
や フラ ンス経営者の退嬰的保守的性格 を強調 して きたが、1960年代 にフランスが高度成長を達成す
るなかで、停滞的フランスか ら 「ダイナ ミック」なフランス資本主義像が強調 されるように変化 し
て きた、 と要約す る。 この対照的なフランス資本主義像を媒介する地位を占め る両大戦間期のフラ
ンス資本主義分析 は必ず しも十分 とはいえず、 とりわけ両大戦間期を中心 にしたフランスの対外経
済関係 に関す る研究 は権上康男、古賀和文氏などが端初的な研究業績を示 したにとどまると指摘す
る。
そ して筆者 は、 フランス資本主義の 「高利貸的」性格 と 「停滞的」性格 とを区別す る視点 を提起
し、主 として フランスの対外経済関係の分析 をっ うじて、両大戦間のフランス資本主義を再検討す
るのである。
皿
第1章 ではレーニ ンの高利貸帝国主義規定が、寄生的腐朽 的性格 を強調するのに対 し、原 輝史
氏が公債投資=高 利貸=「 消極的」帝国主義 と把握 したが、 これは一面的理解 として批判 する。
筆者 はフランスの資本輸出を時期区分 した上でその対象、地域、投資機構 を具体 的に検討 し、
①対 ロ シア公債投資が圧倒的であ り、 この基礎上で、産業投資が20世紀初頭 に主流 となること、
②イ タリアとの対立、独露対立に伴 うロンバー ド禁止を契機 として投資の地域構成が変化す ること、
③担い手 は自由主義段階のオー トバ ンクか ら預金銀行 と提携す る事業銀行に変わること、を指摘 し、
初期の公債投資 による鉄道建設などのイ ンフラ整備が後期の鉱山、冶金などへの産業投資 の展開の
基礎であり、 この産業投資の主体は預金銀行 と連携 した事業銀行であ り、産業資本 との緊密な結合
をなす、 と述べて積極的規定を提唱す る。
第2章 で は産業 における資本蓄積の相対的な遅れと、強力 な金融的支配力を特徴 とす るフランス
資本主義 の高利貸的性格が第1次 大戦 を契機 としてどう変化 したか、銀行独 占は両大戦間期にいか
なる資本輸 出を したか、産業 との関係 はどうか、が分析 される。全海外投資の1/4をロシアに投 資
していた フランスは、 ロシア革命で、 この全てを喪失 して大打撃 を受 ける。そ こで フランスの銀行
は冶金、電機、 自動車等の産業 との結合を強めるだけでなく、鉄鋼、石炭等の独 占と も結合 して、
インフラと資源開発を中心 と して対東欧、植民地投資を急増する。国内重化学工業 の発展 と国際関
係に規定 されて、「資本輸 出と商品輸 出の関係」が強化 され ることを、 この時期 にロシアに代わ り
主要な投資先 となった植民地、特にモロッコへの資本輸 出の実態を実証的 に検討することによって
示 し、「高利貸帝国主義」規定は、両大戦 間期のフランス資本主義 には妥当 しない ことを明 らかに
す る。
第2部 は両大戦間期の対外経済関係 の特徴を貿易を中心 として把握 しようとする試みである。 こ
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の時期は、最近のフランス経済研究で フランス独 占体 の性格や国家 と経済 との関係を中心 にして研
究は進展 しているが、貿易構造 の研究 は空白 となっている分野である。筆者 はフランスの官庁統計
を利用 して丹念な実証分析 を行 う。 このため第3章 はフランス貿易構造の特徴 を商品別構成、地域
別構成に即 し、3大 地域のなかで は、アメ リカ、 イギ リス、 ドイツ、植民地の事例 としてアルジェ
リアを取上 げ、実証 的に1920年代の貿易構造を分析する。戦前の対 ロシア投資の喪失 と国内の産業
的発展か ら輸出市場 の拡大が フランス経済にとって重要 な意義を持っ こと、ただ しその貿易 は重化
学工業 の発展を反映す るが、戦前の国際分業の型を根底的に変化 しえなかった こと、植民地貿易が
拡大 したが、重化学工業の発展 に照応す る強固な相互補完関係を構築 しえなかった ことを示す。す
なわち、 フランスは工業製品を輸出 し、工業原料食料品を輸入するという典型的な工業国型貿易構
造であ り、両大戦間期に重化学工業製品の輸出は増加 はす るが全体 として工業原料 は欧州か らの輸
入 に依存 し、食料品は米国 と植民地か ら輸入するが、ぶどう酒輸出は西欧 に、植民地に対する輸出
は主 として軽工業製品 と自動車、重化学工業製品は ドイッか ら輸入 するという構造であることが明
らかとなる。
第4章 で は30年代の フランス貿易構造の変化を明 らかにする。大恐慌後、31年9月のポ ンド切下
げ、金本位離脱後、 フランは割高 とな りフランス産業の国際競争力は弱化するが、 フランスは金本
位制を維持 し、金ブロックを形成す る。 しか し、輸出は激減 し、遂に金 ブロックは解体 するなかで、
20年代の軽工業依存型貿易構造 はどうなるのか、20年代 に比重を高 あた植民地貿易 は30年代 にど う
展開す るかが主要 な問題である。 ここでの丹念 な統計分析 の結論 は、 フランスは30年代 に貿易依存
度 も、世界貿易の シェア も失 った こと、繊維製品輸出が低下 し、重化学工業製品が拡大 したが、輸
入では繊維原料が低下 し、重化学工業原料が増大する。地域的にはヨーロッパの比重 の低下 と植民
地貿易の比重 の上昇がみ られ るが、輸出は繊維製 品が主力で、輸入で は本国農業 と競合す る農産物
が増加 し、重化学工業原料 は欧州 に依存 していて、植民地 には依存 していないという構造であ り、
フランスと植民地 との補完経済化 は未達成であることが示 される。
第5章 では、30年代 のフランス貿易における植民地 の地位を概観 し、北アフ リカ植民地の圧倒的
比重を指摘す る。実証的な統計分析 によ り、①一次産品輸 出に依存す る植民地 は、世界市場での価
格暴落 と通貨切下 げで大打撃を うけ、 フランスに販路 を求 あた こと、②イギ リスにな らい関税措置
で植民地 ブロック形成 をはか り、植民地貿易 は拡大 したこと、③北 アフ リカ植民地の主要輸出品の
い くつかは本国農産 物 と競合 し、植民地が本国工業製品の市場 としては位置づけ られないとい う弱
点が指摘 され る。
以上の分析を踏 まえて第3部 は、30年代のフランス植民地政策を解明す る。第6章 で取扱 う 「国
民経済審議会」報告書 は、30年代 の植民地政策を初 めて体系的に示 した ものであ り、『帝国会議』
開催の前提 となる文書である。大恐慌 とイギ リスのポ ンド切下 げで大打撃 を受けたが、デフ レ政策
をとった フランスは、 イギ リスの帝国ブロックに比すべき分業関係を形成 していなか ったので、金
ブロック解体後、植民地帝国の形成に活路 を見出そ うとす る。 フランス植民地政策 の転換 は、1928
年関税法 による特恵関税 による本国 と植民地の矛盾、特 に北 アフリカ植民地か らの小麦、ぶどう酒
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輸入が本国産品 と矛盾する問題の解決を 目指 したものであるが、植民地 の位置付けに欠 けるところ
があ り、十分 に展開 されていない、 と結論す る。
第7章 は、 これまで植民省、外務省、内務省が分担す る形で統一的植民地政策を持たなか った フ
ランスで、1934年一35年に全関係者を集めて初 めて開催 された 『帝国会議』の報告書の うち 「一般
経済委員会」の総括報告 と、「支持政策特別委員会」「特恵制度特別委員会」報告 とを 日本で初めて
取上 げ、 フランス帝国経済政策の特徴 と植民地 ブロックの性格 を分析する。帝国政策の柱 は本国に
よる植民地生産の支持政策 と、植民地産品の本国への輸 出の特恵制度か らなる。 この会議の狙いは
結局実現 されなかったが、植民地省の管轄外に置かれていたフランス最大の植民地である北 アフ リ
カ植民地の代表が会議に参加 したことによって、帝国政策の性格が明確 とな った。すなわち①小麦、
ぶ どう酒等の生産者間の対立、②本国工場 に高価格で販売 したい植民地 の原料生産者 と、原料調達
の自由を確保 し、国内販売 と輸出の可能性を保持 したい本国加工業者 との対立、③外国との競争 を
排除 し、高価格で販売 したい本国生産者 と 「世界相場」 より高価格で植民地か ら購入す ることに不
満を持っ消費者 との対立、④植民地側でのフランの資材工業製 品の高価格購入を強制 されることへ
の抗議等 の利害対立が明確 となり、本国 と植民地 との経済調整のための具体的な勧告が行 われ る。
ここで は植民地工業化 は、本国 と競争関係 に立 たない限 りで認 め られ、調和的発展が目指 され るの
である。
最終章 は、第2次 大戦後の植民地体制の崩壊過程で も、 フランス本国と植民地 との貿易関係 はな
お強固であり、 フランスの戦後復興 と産業構造 の近代化の中で、植民地が重要な意義 を持 っ ことを
示す。それと共に、植民地の独立戦争に伴 う本国の財政負担が増大 し、近代化計画がアメ リカのマー
シャル援助受 け入れによ り変質するなかで、 フランス対外政策 の中心が植民地か らヨーロッパ統合
へ と移 り行 く歴史的過程が指摘 され、現代 フランス研究 の歴史的前提が確認 されるのであ る。
N
以上の内容か らなる本論文の特徴 は、次 のとおりである。
1.これまでの研究成果の包括的なサーベイと評価 をふまえ、内外 の膨大な文献資料 を精力的に収
集 して丹念 に検討 し、 あくまで事実に則 して整理 していることである。
2.これによりフランス帝国主義 の研究史の空白部分を、今 までわが国の研究が とり上 げた ことの
ない諸報告、文献 を利用 して、埋 めている。
3.具体的な論点にっいて云 うと、19世紀後半か ら両大戦間期のフランス資本輸 出の研究 は空白の
まま残 されていたが、 その構造 と変化が実証的に明 らかにされた。 これにより、 レーニ ン 『帝国主
義論』における高利貸帝国主義規定 にっいて、停滞的寄生的性格を一面 的に強調 するとされる原
輝史説 を批判 し、初期の対 ロシア公債投資によるインフラの整備が、後 の産業投 資、 フランス資本
のロシア開発への広範な参与の前提であることを説得的に明 らかとし、高利貸帝 国主義規定 を再構
成 しえている。
4.ロ シア革命で、対 ロ投資を喪失 したフランスが両大戦間期に東欧 と植民地への投資を拡大 し、
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重化学工業 の発展 に規定 されて、資本輸出 と商品輸出との関係を強化 し、両大戦間期 には高利貸帝
国主義規定 はもう妥当 しないことを示 している。
5.両大戦間期 のフランス貿易構造の分析 もわが国で初めての詳細な ものであるが、 これにより20
年代には重化学工業 の発展が貿易に反映 され、植民地貿易の意義は大 き くなるものの、植民地での
産業は未熟で農業が主体であ り、本国重化学工業の発展に照応 した強固な相互補完関係 を構築 して
いないこと、大恐慌後 は世界経済 のブロック化、世界貿易縮小の流れのなかで、農産物 の競合の問
題を抱え、植民地を本国工業 の製品市場 として も位置付け られなか ったこと、糖 じて両大戦間期の
フランス貿易は、欧州への農産物輸出 と、機械設備、石炭の輸入、植民地への軽工業品輸出 と、農
産物輸入 という2本 足の構造であ り、植民地帝国としての一体的産業構造 を編成 しえなかったこと
を明 らかに している。 この点 は従来か ら、 フランスの複雑な植民地制度の解明 と共に筆者の独壇場
と評価 されて きたところである。
6.最後に、以上の弱点 の克服策 として30年代にフランスはイギ リスのオ タワ協定にな らい、体系
的な植民地政策 を策定するが、産業構造の未熟の故 に実現することが出来ず、戦後マーシャルプ ラ
ン以後、対外政策の中心 は植民地 か らヨーロッパ に移 ることが示される。
7.ただ し、資本輸 出および貿易構造を、産業構造 と関連づける作業 は、資料上の制約 もあ って若
干弱い。 また世界経済の中におけるフランス資本主義の位置付 け、英独 との比較研究 も不十分 さを
残 して いる。
以上の不十分性に も拘 わ らず、 これまで空 白であったフランスの貿易、資本輸出構造、植民地構
造を実証 的に丹念に解明 し、 それを通 じて フランス産業の脆弱性、植民地の組織化におけるイギ リ
スへの遅れの実態、および植民地帝国 としてのフランス資本主義 の限界(欧 州 と植民地の2本 足に
立脚す るフランス資本主義の特殊性)な ど、 フランス資本主義研究の空 白部分 を一次資料の分析を
通 じて埋め、 また戦後 フラ ンス資本主義分析への視点を提出 した功績 は大 きく、学界 に対する貴重
な貢献 として高 く評価できる。以上審査す るところにより、本論文 は経済学博士の称号を授与する
に値す る論文で ある、 と認定する。
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